
阪神大震災では地震直接死の８割が家屋の倒壊に
よる圧死・窒息死であり、うち９割がほぼ即死（地
震発生後15分以内に死亡）でした。このうち、昭和
56年以前の旧建築基準法で建てられた木造建築が大
きな被害を受けました。昨年も熊本地震、鳥取県中
部地震と大きな地震が続いており、いつこの地域で
大地震が発生してもおかしくありません。
地震を止めることはできないため、自分の家が地
震に対してどのくらい安全かを知り、備え、対策し
ておくことが重要です。

市では国・県の協力で住宅の耐震診断や耐震改修
補助などを行っています。
木造住宅無料耐震診断をご利用ください
市内の昭和56年５月31日以前に着工した木造の住

宅（在来軸組構法、伝統構法の２階建て以下に限る）
の無料耐震診断を予算の範囲内で先着順に受け付け
ます。診断の結果によっては、そのあとの耐震改修
工事や耐震建替工事などに対して補助金を利用でき
る場合があります。
受付から結果のお渡しまでは２～３か月かかりま
す。改修などの工事を予定してから診断の申込みを
した場合、補助制度利用のために大幅に工期を変更
する必要であったり、予定の工期に合わせるために
補助制度が利用できないなどの事例があります。当
面は改修工事などの予定がない場合でも、住まいの
現状把握のために早めにお申し込みください。

問合せ　建築課建築係

耐震対策への補助制度
耐震診断の結果によっては、耐震改修（最大100万
円補助）や建替、解体、シェルター設置などの耐震
補助制度を利用することもできます。
非木造住宅の耐震診断および耐震改修の費用の一
部補助制度も実施しています。
ご注意ください
・事前相談が必要です。
・補助金申請書提出後、市からの交付決定通知前に
着手（契約、確認申請、工事着手など）した場合
は、補助の対象となりません。
・次の期日までに完了する工事が対象です。
耐震改修・シェルター設置　平成30年２月28日㈬
まで、建替・解体　３月30日㈮まで

・各制度の補助を重複して申請することはできませ
ん。

税率　固定資産税は、土地、家屋、償却資産の課税
標準額の合計に1.4％の割合で課税されます。都市計
画税は、土地、家屋の課税標準額の合計に0.25％の
割合で課税されます。
第１期納期限　５月１日㈪
※課税明細書は、納税通知書に同封し４月中旬に送
付します。
●次に該当するときはご連絡ください
・課税明細書の内訳と平成29年１月１日現在の資産
状況が異なるとき（28年中に取り壊した家屋が記
載されているなど）
・納付書の住所、氏名に誤りがあるとき
・そのほか、疑問に思うとき
問合せ　税務課固定資産税係

固定資産税は、毎年１月１日の賦課期日に、土地、
家屋、償却資産を所有している人が、その固定資産
の価格をもとに算定された税額をその固定資産の所
在する市町村に納める税金です。
都市計画税は、市街化区域内に土地、家屋を所有
している人に課税される税金です。

固定資産税・
都市計画税

巨大地震による家屋の倒壊から
あなたや家族の命を守りましょう

△倒壊した家屋のしたで無事なシェルター
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国・県、近隣市
町職員など36人
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提言

産業分科会

防災対策行動計画等策定に対する
要望・助言・提言を集約

行政分科会

碧南市長

市民分科会

問合せ　防災課防災計画係
碧南市地震対策減災計画は、南海トラフ地震の発

生を想定した被害予測に対して、被害を最小限に減
らすために取組む市の事業などをまとめた行動計画
です。詳しくは市ホームページまたは防災課で閲覧
できます。
計画期間　平成29年度～36年度（８年間）
【想定した地震被害】
南海トラフにおいて100年から200年程度の間隔で

繰り返し発生している地震を考慮し、そのなかで最
大となる「過去地震最大モデルの地震」を想定した
被害予測調査を行いました。
・地震動　市の大半が震度６強の強い揺れ
・液状化　市南部を中心に液状化の危険性が高い
・浸水　強い揺れによって河川堤防が壊れ、矢作川
や蜆川沿岸の低地部などで浸水被害が発生

・多数の死傷者や避難者
・建物やライフラインの被害など
【減災のために取組む行動項目】
計画策定にあたって27年度に産業・行政および市
民分科会を設置し、委員の皆さんからいただいた要
望、助言などを集約して市長へ提言しました。この
提言を計画に生かしています。また、東日本大震災
や熊本地震の教訓を踏まえた対策を検討しました。

●災害発生後の時系列を考慮して、必要な対応を円
滑に進めるための対策
発災直後　建物倒壊や津波などから「命を守る」対
策
発災から数日間　応急的な生活環境に対応する支援
やケアの確保対策
発災から１週間以上経過　自宅や仮住まいの確保や
就労の維持など「生活再建」についての対策
●市民や地域組織、市内に立地する産業拠点の事前
準備を支える対策
・地域の対応力・回復力を強化する
・産業界を災害に強くする
●市の機能維持対策
・市民生活を支える市役所機能の確保対策
【推進の方針】
地域防災力の向上を図るため、市とともに市民や

事業者の皆さんにも減災対策に取組んでもらうよう、
「オールへきなん」での取組みを推進します。

計画の概要
「みんなで楽しく学び・はぐくむ・食育のまち　へ
きなん」を基本理念に、「食からの健康づくり」「食
を通じた豊かな心づくり」「環境にやさしい食づく
り」「地産地消による地域の活力づくり」「安心・
安全な食づくり」の５つの基本目標を定めて、食育
の取組みを推進します。なお、計画書の本文は、市
ホームページで閲覧できます。
食育の取組みは、子どもからお年寄りまで、ライ

フステージや生活場面に応じてさまざまです。皆さ
んには、食育の理念をご理解いただき、健全な食習
慣や栄養バランス、地産地消を日ごろから意識する
など、食育の推進にご協力ください。
問合せ　農業水産課農政振興係

市では、市民１人ひとりが、食を通じて健やかで
心豊かな生活を実現するために食育の取組みを推進
しています。このたび、平成33年度までを期間とす
る「第３次碧南市食育推進計画」を策定しましたの
で、お知らせします。
食育について
食育基本法では、食育を「生きるうえでの基本で

あって、知育、徳育および体育の基礎となるべきも
の」「様々な経験を通じて食に関する知識と、食を
選択する力を修得し、健全な食生活を実践すること
ができる人間を育てること」と位置付けています。

第３次碧南市食育推進計画を
策定しました

ひとのわでつくる　あんしんのわ

碧南市
地震対策減災計画を
策定しました

● 分科会からの提言の流れ ●

さまざま
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